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る。
　また，２００１年４月に内閣府に設置された総合規制改革会議も「第一次答申」（２００１年１２月１１日）において，
次のように記している。
インターナショナルスクール卒業者の進学機会の拡大【平成１４年度中に措置】
インターナショナルスクールにおいて一定水準の教育を受けて卒業した生徒が希望する場合には，我が国
の大学や高等学校に入学する機会を拡大すべきである。近年，外国からの対日投資の増加等に伴い，我が
国に中・長期的に滞在する外国人が増えてきており，これら外国人の子女の多くが我が国のインターナ
ショナルスクールに通っている。今後，教育の国際化の観点からも，我が国の学校制度との整合性を勘案
しつつ，インターナショナルスクールにおいて一定水準の教育を受けて卒業した生徒が希望する場合には，
大学や高等学校に入学する機会を拡大すべきである。これらの措置等を取ることにより，我が国において
インターナショナルスクールの設置が促進されることが期待される。
　このように日本経済団体連合会においても，総合規制改革会議においても，インターナショナルスクールの
学生に対して大学の門戸を開放することが，大学の国際化のためにも必須であることを強調している。もとよ
り今日の国際化時代においては欧米系のインターナショナルスクールを民族学校と切り離して処遇するという
あからさまな差別政策はとりようもなく，日本における外国人学校の存在自体を活性化し，そのことによって
大学を活性化していくための提言として受け取るべきである。
　京都大学としても，１９９９年に他の国立大学に先駆けて大学院レベルで外国人学校卒業生に対して門戸を開い
たことを思い起こすべきである。国立大学の法人化を前にして，京都大学の独自色を明確にし，さらに伝統的
な「自由の学風」をあらためて広く認知してもらうためにも，学部レベルでもいち早く外国人学校卒業生の受
験機会を認めるべきである。
４．結論
　以上，述べてきたように，歴史的責任という観点からも，人権という観点からも，教育の国際化という観点
からも，外国人学校出身者の受験資格を認めることが適当と判断される。したがって，本学において，本最終
報告を踏まえ，可及的速やかに外国人学校出身者の本学受験を可能にするための体制の整備を進めるべきであ
る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 以上
